
島根県地域研修制度実施要綱 

 

制定 令和４ 年３ 月２ ３ 日付け農第１ １ ３ ４ 号 

改正 令和４ 年９ 月 １ 日付け農第 ５ ９ ９ 号 

改正 令和６ 年２ 月 ９ 日付け農第１ ２ ２ ５ 号 

改正 令和７ 年４ 月 １ 日付け農第  １ ５ 号 

 

第１  趣旨 

本県における産地づく り と 担い手づく り を一体的に推進し ていく ため、自営就農を目指す

者が担い手育成の拠点である島根県立農林大学校（ 以下「 農林大学校」 と いう 。） における

座学と 、地域や産地が求める新規自営就農者の育成に理解のある農業経営体での現地実習を

組み合わせた体系で構築する島根県地域研修制度を創設し 、認定新規就農者の確保を促進す

るこ と と し 、 その内容は、 こ の要綱の定めると こ ろによるも のと する。  

 

第２  事業実施主体 

こ の事業の実施主体は、市町村、地域担い手育成総合支援協議会又は地域農業再生協議会

と する。  

 

第３  研修対象者 

１  こ の事業を活用し 研修を受けるこ と ができ る者（ 以下「 研修対象者」 と いう 。） の要件

は次に掲げると おり と する。  

（ １ ） 県内で自営就農する者であって、 就農地域や経営作目、 就農予定時期等が明確にな

っている者であるこ と 。  

（ ２ ） 第５ の１ に定める研修計画が次に掲げる基準に適合し ているこ と 。  

ア 研修期間が原則２ 年以内かつ研修時間が概ね年間 1, 200 時間以上であるこ と 。  

イ  研修について、第４ に定める島根県担い手育成協定を締結する農業経営体（ 以下

「 協定経営体」 と いう 。） 等において必要な知識や技術等を習得できるも のである

こ と 。  

（ ３ ） 研修期間中に農林大学校農業科短期養成コースの学生（ 研修開始時に既に学生であ 

る者を含む。） と なるこ と （ 農林大学校農業科卒業生はこ の限り ではない）。  

（ ４ ） 研修終了後１ 年以内に農業経営を開始するこ と が確実であると 見込まれるこ と 。な 

お、 農業経営の開始時期については、 原則と し て、 以下のう ちいずれか最も 早い時期 

と する。  

ア 農地の取得時期 

イ  主要な資産の取得時期 

ウ 本人名義の取引開始時期 

（ ５ ） 農業経営開始後５ 年以内に農業経営基盤強化促進法第 12 条第 1 項に規定する農業 

経営改善計画又は同法第 14 条の４ 第１ 項に規定する青年等就農計画の認定を受ける 

こ と が確実であると 見込まれるこ と 。  

（ ６ ） 研修中の事故による怪我等に備えて、研修期間が開始するまで又は研修計画の承認



申請前に研修を開始し ている者は承認申請までに傷害保険に加入するこ と 。  

（ ７ ） 県、 市町村、 Ｊ Ａ等関係機関による指導・ 助言を積極的に受け入れるこ と 。  

 

第４  島根県担い手育成協定 

１  研修対象者の研修を受け入れる又は受け入れに理解のある農業経営体（ 代表者の取り 決

めや構成員の役割、 資金管理の方法等を規約等によ り 明確に規定する 複数の農家等で構

成さ れる団体を含む） は、第３ に定める研修対象者が独立自営就農するために必要な研修

を実施するため、 以下の要件を満たすも のと する。  

 （ １ ） 年間を通じ て農業を行っているこ と 。  

（ ２ ） 自営就農志向者に対する研修を行う 体制を継続的に整備し ているこ と 。  

（ ３ ） 原則と し て過去に農業研修生の受入実績があるこ と 。  

（ ４ ） 概ね 1, 200 時間/年以上の研修が実施できるこ と 。  

（ ５ ） 原則２ 年に１ 人以上の自営就農者の育成を目標と するこ と 。  

 

２  協定締結の手続き 

（ １ ） 県、 農業経営体及び市町村等関係機関は、 島根県の次代を担う 農業経営者育成協定書

（ 別紙様式第１ 号） による協定（ 以下、 担い手育成協定） を締結するも のと する。  

（ ２ ） １ の担い手育成協定を締結し よう と すると き、 県、 農業経営体及び市町村等関係機関 

が連携し 、自営就農者育成計画（ 別紙様式第２ 号） を作成し、事業実施主体は隠岐支庁農

林水産局、 各農林水産振興センター（ 以下「 センター等」 と いう 。） を経由し て知事へ提

出するも のと する。  
 

第５  研修及び農業経営開始後の手続き 

１  事業実施主体は、 研修対象者、 地域の関係機関及び協定経営体と と も に研修計画（ 別紙

様式第３ 号） を作成し 、 センター等を経由し て知事に提出する。  

２  事業実施主体は、１ に定める研修計画において、研修の中止や研修対象者を受け入れる

協定経営体の変更等重要な変更があった場合は、 研修計画（ 変更）（ 別紙様式第３ 号） を研

修対象者及び関係機関等と と も に作成し たう えでセンター等を経由して知事に提出する。  

３  事業実施主体は、 半年に１ 回、 関係機関と 連携・ 協力し て研修の実施状況を確認し 、 適

切な指導を行う 。確認は、研修状況確認チェッ ク リ スト （ 別紙様式第４ －１ 号及び別紙様

式第４ －２ 号） を使い、 以下の方法により 行う 。  

（ １ ） 研修対象者への面談 

ア 研修に対する取組状況 

イ  技術の習得状況 

ウ 就農に向けた準備状況 

（ ２ ） 指導者への面談 

ア 研修に対する取組状況 

イ  技術の習得状況 

ウ 就農に向けた準備状況 

（ ３ ） 書類確認 



ア 出席状況 

イ  研修時間及び休憩時間 

４  事業実施主体は、 研修終了後１ か月以内に地域研修制度実績報告書（ 別紙様式第５ 号)

を作成し たう えでセンター等を経由して知事に提出し 、 報告する。   

５  研修対象者は、 研修終了後、 農業経営を開始し た場合は、 経営開始後１ か月以内に経営

開始報告（ 別紙様式第６ 号） を事業実施主体及びセンター等を経由し て知事に提出する。 

なお、 研修対象者は、 研修中から 農業経営開始後５ 年後まで、 県、 市町村、 Ｊ Ａ等関係

機関による積極的な支援を受けるこ と ができる。  

 

第６  その他 

１  本事業の実施に際して得る個人情報については、別紙様式第３ －１ 号別添３ により 適切

に取り 扱う も のと する。  

２  その他事業の実施に必要な事項については、 農業経営課長が別に定める。  

 

附 則 

 こ の要綱は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する。  

 

附 則 

 こ の要綱は、 令和４ 年９ 月１ 日から 施行する。  

 

附 則 

 こ の要綱は、 令和６ 年２ 月９ 日から 施行する。  

 

附 則 

 こ の要綱は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する。  



（ 別紙様式第 １ 号）  

島根県の 次代を 担う 農業経営者育成協定書  

 

 島 根県（ 以 下「 甲」 と い う 。 ） と （ 市町 村 等） （ 以 下「 乙」 と い う 。 ） 及び（ 協 定経

営 体） （ 以下「 丙」 と い う 。 ） と は 、 島根県 の 次代を 担う 農 業経営者の 確 保･育成 に つい

て 次の と おり 連携協 定 を 締結する 。  

 

（ 目的）  

第 １ 条 本 協 定は 、 甲 、 乙及び 丙 が 相互に 協 力し て 、 各々 の 資 源を 有効 に 活用し 、 将来

自 営就農し 中 核的 な 経 営体を 目 指す 者に 対 し て 、 農 業経営 者と し て 必 要 な 研修等 を 行

い 、 独立・ 自 営就 農さ せる こ と に よ り 島 根 県の 次代 を 担う 農業 経営 者 の 確保・ 育 成 を

図る 事を 目的と する 。  

 

（ 協力事項）  

第 ２ 条 甲 、 乙及 び丙 は 、 前条 の 目 的を 達 成 する た め 、 相 互に 情報 及び 意見の 交 換 に 努

め 農業経営者の 育成に つい て 連携し て 取り 組 むも の と する 。  

 

（ 個別の 協議 ）  

第 ３ 条 甲 、 乙及 び丙 は 、 本協 定 に 基づき 、 農業経 営 者の 育成 に つ い て 連携し て 実 施す

る こ と に 合 意 し た 場合 は 、 育成 する 経営 者 数の 目標 、 研修 期間 、 研 修 方 法等に つ い て

協議の 上、 別途取り 決め る も の と する 。  

 

（ 守秘義務）  

第 ４ 条 甲 、 乙及 び丙 は 、 本協 定 に 基づき 知 り 得た 守 秘す べき 情 報 に つ い て は 、 当 事者

の 同意な く 他 に 漏 ら し て は な ら な い 。 ま た 、 本協定が 終了 し 、 又は 解除さ れ た 後 に お

い て も 同様と する 。  

 

（ そ の 他）  

第 ５ 条 本 協 定に 定め の な い 事 項 又 は こ の 協 定に 定 め る 事 項に 関し 疑義 等が 生じ た 場合

は 、 甲乙丙協議し て 定め る も の と する 。  

 

 本 協定の 締 結を 証す る た め 、 本 書 ３ 通を 作 成し 、 甲 乙丙 そ れ ぞ れ 記名 押印の 上 、 各自

そ の １ 通を 保 有する も の と する 。  

 

                                  令 和 年  月  日 

 

甲  島根県松江市殿町１ 番地 

                    島 根 県 

                                           島根県知事 丸山 達也 

 

 

乙  （ 市町村等）  

 

 

 

丙  （ 協定経営体）  

 

 

 

 



（ 別紙様式第２ 号）  

自営就農者育成計画 

年 月 日 

 事業実施主体名：                

 

１  基本情報 

経営体名  

代表者名  

所在地  

経営形態 法人 ・  任意組織 ・  個人 

主な 作目・ 規模  

 

２  経営の特徴等 

（ 沿革や取得し て いる 認証、 所持し て いる 施設や機械 等）  

 

３  研修受入方法 

該当部分に

○を 記載 
受入区分 備  考 

 雇用 ※１   

 体験 ※２   

 その他  

※１ ） 基本雇用契約に基づく 場合   ※２ ） 賃金等の支払いが無い場合（ 産業体験等）  

 

４  研修内容 

所在地  指導責任者 （ 受入実績：  年）  

研修対象作目  

具体的な 研修内容（ 自営就農に当た り 栽培から 経営に必要な 技能・ 知識が習得で き る 内容）  

 

 

 

 

 

５  協定締結の目的等 

 

 

 

添付資料 

 ・ 経営体紹介資料（ 別添１ ）  



○（ 経 営 体 名 ）

独立にむけた研修内容

経営体概要

代表者

所在地 ○○市○○町

従業員数 常雇用 ○人
臨時雇用 ○○人

研修
可能な
品目

○○○ ○ha
○○○ ○ha
○○○ ○a
○○○ ○a

沿革や特徴

〇〇〇〇

写真

別紙様式第２ 号 別添１

〇〇〇〇



別紙様式第３ 号 

研 修 計 画（ 変更） ※１  
番     号  

年  月  日  

 

 

島根県知事   様 

 

 

[申請者]   事業実施主体名  

 

 

島根県地域研修制度実施要綱（ 令和４ 年３ 月２ ３ 日付け農第１ １ ３ ４ 号） 第５ の規定に基づ

き、 研修計画を提出し ます。  

 

１  研修対象者の概要 

氏名  
研修対象者の受け

入れる協定経営体 
 

地域研修制度に該当

する研修期間 
年   月 ～    年   月 

農林大学校短期養成

コース在学時期 
年   月 ～    年   月 

 

２  自営就農に係る計画                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ： 計画変更の時は「 研修計画（ 変更） 」 と する。  

  

就農地域  
就農予定時期 

( 就農予定時年齢) 

  年  月 

（   歳）  

就農形態 

□研修終了後、 １ 年以内に農業経営を 開始 

□新た に農業経営を 開始 

□親（ 三親等以内の親族を 含む。 以下同じ 。 ） の農業経営と は 

別に新た な 部門を 開始 

□親の農業経営を継承 

   □全体、 □一部 

 

□農業経営開始後５ 年以内に認定新規就農者又は認定農業者にな

る （ 認定予定時期：    年  月）  

経営面積＊１        a （ 合計）  農業所得目標＊１ 万円/年 

経営内容＊１ 

作目：                  a 

作目：                   a 

（ そ の他：                       ）  



４  計画を達成するための研修＊２  

時期 研修時間 研修内容 
協定経営体での

研修は○を記載 

    

    

    

    

研修時間合計   

 

添付書類  

別添１ ： 行動計画（ 自営就農や経営発展に必要な 事柄やそ れの達成に向け た 行動

内容、 支援に関わる 関係者の役割分担等を ま と めた も の）  

別添２ ： 傷害保険に加入し て いる 場合は傷害保険証書の写し 。 研修期間が開始する

ま でに加入予定の場合は、 加入を 検討し て いる 傷害保険の内容がわかる も

の（ パン フ レ ッ ト 等） を 添付し 、 加入後に傷害保険証書の写し を 提出する

こ と  

別添３ ： 個人情報の取り 扱いに関する 同意書         

 

＊１  就農５ 年後の目標を記入する。  

＊２  経営戦略（ 経営理念、 事業計画） 、 栽培技術、 経営管理（ 会計、 労務、 マーケティ ング

等） 、 に関し て、 時期、 研修方法等を記載する。 必要に応じ て 記入欄を 追加し て

記入する 。  

 



別紙様式第３ 号　 別添１

行動計画（ 参考例）
研修対象者氏名：

研修対象者の受け入れを 行う 協定経営体の名称：

項目 取組 役割分担（ 窓口） 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

【 支援体制】

所属等 職・ 氏名 主な支援内容等

就農３ 年目
　 　 年 　 　 年 　 　 年 　 　 年 　 　 年

時期　
研修・ 就農準備 研修・ 就農準備 就農１ 年目 就農２ 年目



別添３  

 

  様 

 

個人情報の取扱いに関する同意書 

 

 

島根県地域研修事業に係る個人情報の取扱いについて 

 

島根県（ 以下「 県」 と いう 。 ） 及び（ 市町村等） は、 島根県地域研修制度の実施に際し て得

た個人情報（ 以下「 個人情報」 と いう 。 ） について、 個人情報の保護に関する法律（ 平成 15 年

法律第 57 号） 等の規定に基づき適切に管理し 、 本事業の実施のために利用し ます。  

また、 県及び（ 市町村等） は、 個人情報について、 本事業による研修対象者の研修状況及び

就農状況の確認等のフォローアッ プ活動等で利用する ほか、 本事業等の実施のために、 必要最

小限度内において関係機関へ提供する場合があり ます。  

 

関係機関 

 

国、 全国農業委員会ネッ ト ワーク 機構、 都道府県、 市町村、 都道府県農業経営・

就農支援センター、 農業共済組合、 農業大学校等研修教育機関、 （ 一社） 全国農

業会議所、 （ 一社） 都道府県農業会議、 県内の地域農業再生協議会又は農業担い

手育成総合支援協議会、 島根県農業協同組合、 （ 公財） し まね農業振興公社、

（ 公財） ふるさ と 島根定住財団 

 

 

個人情報の取扱いについての同意 

 

記載さ れた内容について同意します。  

 

令和 年 月 日 

 

（ 研修対象者）  

 住所 

氏名                          

 

以下の個人情報の取扱いについてよ く お読みになり 、 その内容に同意する 場合は

「 個人情報の取扱いについての同意」 欄に署名・ 押印を し てく ださ い。  



：

）

１　研修取組状況　　（受入経営体等側から見た研修対象者の技術等習得レベルを評価）

２　技術の習得状況　　（受入経営体等側から見た研修対象者の技術等習得レベルを評価）

ａ  栽培管理等の技術・ 知識の習得状況について

作物名　　　　　　　　　　　　　　　　

作物名　　　　　　　　　　　　　　　　

ｂ  機械・ 施設等の操作方法・ 整備・ 安全対策について

機械（施設）名

機械（施設）名

機械（施設）名

ｃ  農業経営等に関する 知識の習得状況について

販売促進の考え方

流通・マーケティングの基礎

帳簿の付け方

財務諸表の読み方

労務管理の知識

３　就農に向けた準備状況　　（受入経営体等側から見た研修対象者の取り組みを評価）

４　研修指導者の研修対象者に対する所見

５　書類確認用

（１） 出席状況

（２） 研修時間及び休憩時間　　※書類で確認できない場合は研修対象者に聞き取りをして記入

確認日 :　 年 月 日 ／ 確認者 ： （所属） （氏名）

積極的である　・　普通　・　消極的である

C　 休日は適切か（ 毎週１ 日以上又は４ 週間４ 日以上の休日） 付与あり　・　付与なし

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

ａ  研修時間は原則１ 日８ 時間を超えていないか

ａ  研修への積極性について

ｃ  指導者等関係者の助言・ 指導への対応について

ｂ  情報収集について（ 勉強会への参加、 質問・ 相談の状況等）

（研修対象者氏名：

 ５：ほぼ完全に理解している ４：概ね（８割程度）理解している

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

今後の課題

〔記入者：職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　〕

代表者

 ２：やや理解が劣る（３割程度） １：理解していない

積極的である　・　普通　・　消極的である

 総合 所見

超過なし ・ 繁忙期のみ超過 ・ 恒常的に超過

ｂ  休憩時間は適切か（ ６ 時間超45分以上、 ８ 時間超１ 時間以上途中に付与） 付与あり　・　付与なし

積極的　　　普通　　　消極的

出席（参加）率＝　　　　　　　％

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

積極的　　　普通　　　消極的

ａ 　 就農に向けた情報収集について

ｄ 　 農地の確保について

ｃ 　 資金の準備について 積極的　　　普通　　　消極的

別紙様式第４－１号　（参考例）

研修状況確認チェックリスト（受入経営体等用）

作成機関 名称

ａ  概ね年間1, 200時間以上の研修を受けている か

e　 目標地図又は人・ 農地プラ ンへの
  位置づけについて

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

ｂ  研修への出席（ 参加） 状況

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

積極的　　　普通　　　消極的

ｂ 　 経営に関する 計画の作成状況 積極的　　　普通　　　消極的

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

レベル

聞き入れている　・　概ね聞き入れている　・　聞き入れない

０：まだ習っていない　

今後の課題

受けている（見込みがある） ・ 受けていない（見込みがない）

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

５　・　４　・　３　・　２　・　１　・　０

今後の課題

３：普通（５割程度）



： 氏名 年 月 ／ No ）

１　研修に対する取組状況　

２　技術の習得状況

作物名　　　　　　　　　　　　　　　　

作物名　　　　　　　　　　　　　　　　

機械（施設）名

機械（施設）名

機械（施設）名

３　就農に向けた準備状況

確認日 :　 年 月 日 ／ 確認者 ： （所属） （氏名）

（研修開始

今後の課題

今後の課題

４　・　３　・　２　・　１　・　０

１：研修内容を理解していなくて作業できない　

４：研修内容を十分に理解し１人で適切に操作できる

別紙様式第４－２号　（参考例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

研修状況確認チェックリ スト（研修対象者用）

０：まだ習っていない　

ａ  研修への積極性について

  所　見

e   目標地図又は人・ 農地ﾌ゚ ﾗﾝへの
　 位置づけについて

位置づけられている　・　位置づけられる見込みである

話し合い中である　・　相談中　・　まだ働きかけをしていない

b   経営に関する 計画の作成状況

３：研修内容を理解し、確認しながらであれば１人で操作できる

４　・　３　・　２　・　１　・　０

ａ    就農に向けた情報収集について 既に開始している　　・　　開始していない

準備を始めたが、見込みは立っていない　・　まだ着手していない　

d   農地の確保について 確保済み　・　交渉中　・　情報収集中　・　まだ着手していない

４　・　３　・　２　・　１　・　０

１：ほとんど分からない

０：まだ習っていない　

２：分からないことの方が多い

４　・　３　・　２　・　１　・　０

４　・　３　・　２　・　１　・　０

積極的に取り組んでいる　・　ほぼ取り組めている　・　消極的である

ａ 　 栽培管理等の
技術・ 知識の習得
状況について

３：研修内容を理解し、１人で作業できるものの品質等は劣る

４　・　３　・　２　・　１　・　０

今後の課題

４：研修内容を十分に理解し１人で作業できる

１：研修内容を理解していなくて操作できない　

ｃ 　 農業経営に関
する 知識の習得状
況について

積極的に収集している　・　収集している　・　収集していない

よく聞き実践している　・　聞き入れるが実践できていない　・　聞き入れない

ｂ  情報収集について（ 勉強会への参加、 質問・ 相談の状況等）

作成済み　・　作成中　・　情報収集中　・　まだ着手していない

c   初期投資等の資金の確保について
確保済み　・　見込みは立っている　

ｃ  指導者等関係者の助言・ 指導への対応について

労務管理に関する知識 ４　・　３　・　２　・　１　・　０

２：研修内容は概ね理解しているものの指導を受けながらでないと作業できない

４　・　３　・　２　・　１　・　０

販売促進の考え方

ｂ 　 機械・ 施設等
の操作方法・ 整
備・ 安全対策につ
いて

０：まだ習っていない　

４　・　３　・　２　・　１　・　０

２：研修内容は概ね理解しているものの指導を受けながらでないと操作できない

４　・　３　・　２　・　１　・　０

流通・マーケティングの基礎

研修対象者

４：理解している

３：一部分からないところがある

帳簿の付け方

財務諸表の読み方



別紙様式第５ 号 

令和 年度地域研修制度実績報告書 

 

                                番     号 

                                年  月  日 

 

 島根県知事      様 

 

                        市町村長等   氏   名   

 

 下記のと おり 研修を 実施し たので、 地域研修制度実施要綱第５ の４ の規定に基づき 、 そ

の実績を 報告する 。  

記 

 

１  研修対象者の概要 

氏名  
研修 対 象 者の 受け

入れた協定経営体 
 

地域研修制度に該当

する 研修期間 
年   月 ～    年   月 

農林大学校短期養成

コ ース 在学時期 
年   月 ～    年   月 

 

２  自営就農に係る 概要                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就農地域  
就農予定時期 

( 就農予定時年齢)  

  年  月 

（   歳）  

就農形態 

□ 研 修 終 了 後 、 １ 年 以 内 に 農 業 経 営 を 開 始  

□ 新 た に 農 業 経 営 を 開 始  

□ 親 （ 三 親 等 以 内 の 親 族 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） の 農 業 経 営

と は 別 に 新 た な 部 門 を 開 始  

□親の農業経営を 継承 

   □全体、 □一部 

 

□ 農 業 経 営 開 始 後 ５ 年 以 内 に 認 定 新 規 就 農 者 又 は 認 定 農 業 者

に な る （ 認 定 予 定 時 期 ：    年   月 ）  

経営面積＊１        a  （ 合 計 ）  農業所得目標＊１ 万円/年 

経営内容＊１ 

作 目 ：                  a  

作 目 ：                   a  

（ そ の 他                      ）  



３  研修内容 

時期 研修時間 研修内容 
協定経営体での

研修は○を記載 

    

    

    

    

研修時間合計   

 

４  添付書類 

・ 研修状況確認チェ ッ ク リ ス ト （ 別紙様式第４ －１ 号及び別紙様式第４ －２ 号） の写し  
 

 



別紙様式第６ 号  

経 営 開 始 報 告 
                    年   月   日 

 

 

 様           
 
 

住 所          

氏 名          

 

 

 

以下のと おり 経営開始し ま し たので、 島根県地域研修制度実施要綱（ 令和４ 年３ 月２ ３ 日付

け農第１ １ ３ ４ 号） 第５ の５ の規定に基づき 経営開始報告を 提出し ま す。  

研修終了日 年  月  日 

農業経営を 開始し た日 年  月  日 

就農形態 

□ 新 た に 農 業 経 営 を 開 始  

 

□ 親 （ 三 親 等 以 内 の 親 族 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） の 農 業

経 営 と は 別 に 新 た な 部 門 を 開 始  

 

□親の農業経営を 継承（ □全体、 □一部）  

                                                             

就農地の市町村 
 

経営耕地（ a）  

所有地  

借入地 
 

合計 
 

営農作物  

経営開始資金の受給 □ 有り   □ 無し   □ 未定 

 

添付書類 

   ・ 農 地 及 び 主 要 な 農 業 機 械 ・ 施 設 の 一 覧 、 農 地 の 権 利 設 定 の 状 況 が 確 認 で き る 書 類

（ 農 地 基 本 台 帳 、 農 地 法 第 ３ 条 の 許 可 を 受 け た 賃 貸 借 若 し く は 売 買 契 約 書 、 公 告 の

あ っ た 農 用 地 利 用 集 積 計 画 若し く は 農 用 地 利 用 配 分 計 画 、 特 定 作 業 受 委 託 契 約 書 又

は 都 市 農 地 の 貸 借 の 円 滑 化 に 関 す る 法 律 第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く 事 業 計 画 の 写

し の う ち い ず れ か の 書 類 ） 並び に 通 帳 の 写 し  


